
(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委 員 長

副委員長

委 員

委 員

委 員

委 員

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

うち、低入札価格調査の対象となったもの 0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 105 件

　　・審議件数 84 件

うち、契約金額が500万円以上のもの 82 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 206 件

　　・審議件数 182 件

0 件

0 件

11 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

公共調達審査会活動状況報告書

職業安定局雇用保険課

　うち、直近の随意契約見直し計画において一般競争入札等に移行することとされていたが移行して
いないもの

　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

平成２８年８月２２日（月）

　越川　 圭司　 職業安定局副主任中央職業安定監察官

　田口 富美夫　 職業安定局副主任中央職業安定監察官

・所見なし

平成２８年４月１日～平成２８年６月３０日契約締結分

　熊田　 秋男　 職業安定局主任中央雇用保険監察官

　澤田　 育朗　 職業安定局副主任中央職業安定監察官

　野中　 一輝　 職業安定局副主任中央雇用保険監察官

・契約金額が500万円以上のものにあっては全てを対象とし、500万円未満のものは契約件数の1割を無
作為抽出の方法によって行った。

　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

　杉澤　 邦明 　職業安定局副主任中央雇用保険監察官



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

公共工事の名称、場所
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考

公共調達審査
会審議結果状
況
（所見）

該当なし

公共調達審査会審議対象一覧及び審議結果（公共工事、２５０万円以上）



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

公共工事の名称、場所
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び
理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%)
再就職の
役員の数
（人）

備　考
公共調達審査会
審査結果状況
（所見）

該当なし

公共調達審査会審議対象一覧及び審議結果（公共工事）予定価格250万円以上



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

1
平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：東京都、対象
者：日雇労働者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人城北労
働・福祉センター
東京都台東区日本堤
2-2-11

一般競争入札
（総合評価）

10,093,021 9,260,568 91.8% 1者
適切に実施して
いる

2

平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：東京都、対象
者：ホームレス、住居喪失不安定
就労者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

合同会社東京しごと
応援団
東京都新宿区西新宿
4-32-4

一般競争入札
（総合評価）

104,840,902 101,103,918 96.4% 1者
適切に実施して
いる

3

平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：神奈川県、対象
者：日雇労働者、ホームレス、住
居喪失不安定就労者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人神奈川
県労働福祉協会
神奈川県横浜市中区
寿町1-4

一般競争入札
（総合評価）

33,383,809 28,563,091 85.6% 1者
適切に実施して
いる

4

平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：愛知県、対象
者：日雇労働者、ホームレス、住
居喪失不安定就労者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

特定非営利活動法人
いきいきライフサ
ポート・あいち
愛知県名古屋市名駅
南1-28-31

一般競争入札
（総合評価）

16,574,981 16,498,080 99.5% 1者
適切に実施して
いる

5
平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：大阪府、対象
者：日雇労働者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人西成労
働福祉センター
大阪府西成区萩之茶
屋1-3-44

一般競争入札
（総合評価）

82,414,778 61,859,747 75.1% 1者
適切に実施して
いる

6

平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：大阪府、対象
者：ホームレス、住居喪失不安定
就労者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社テクノ経営
総合研究所
大阪府大阪市中央区
内平野町2-3-14

一般競争入札
（総合評価）

39,322,648 35,742,724 90.9% 1者
適切に実施して
いる

7

平成28年度日雇労働者等技能講習
事業（対象地域：福岡県、対象
者：日雇労働者、ホームレス、住
居喪失不安定就労者）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

特定非営利活動法人
抱樸
福岡県北九州市八幡
東区荒生田2-1-32

一般競争入札
（総合評価）

46,363,125 40,211,755 86.7% 1者
適切に実施して
いる

公共調達審査会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等）



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

8
中小企業等に対する障害者雇用相
談支援事業（東京地区）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人障害者
雇用企業支援協会
東京都千代田区神田
紺屋町34

一般競争入札 8,611,110 6,503,088 75.5% 3者
適切に実施して
いる

9
中小企業等に対する障害者雇用相
談支援事業（大阪地区）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国重
度障害者雇用事業所
協会
東京都中央区八丁堀
3-11-11

一般競争入札 8,201,412 7,203,300 87.8% 1者
適切に実施して
いる

10
生産性向上と雇用管理改善の両立
支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月19日

公益財団法人日本生
産性本部
東京都渋谷区渋谷3-
1-1

一般競争入札
（総合評価）

59,274,603 48,600,000 82.0% 2者
適切に実施して
いる

11

人材不足分野における人材確保の
ための雇用管理改善促進事業（モ
デル調査コース）
若者の雇用管理に課題のある分野

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月27日

公益財団法人日本生
産性本部
東京都渋谷区渋谷3-
1-1

一般競争入札
（総合評価）

54,731,060 37,684,044 68.9% 2者
適切に実施して
いる

12 地方人材還流促進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日

株式会社インテリ
ジェンス
東京都千代田区丸の
内2-4-1

一般競争入札
（総合評価）

476,750,770 440,816,058 92.5% 1者
適切に実施して
いる

13
平成28年度農林業職場定着支援事
業（農業雇用改善推進事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社マイナビ
東京都千代田一ツ橋
1-1-1

一般競争入札 116,446,964 107,784,000 92.6% 3者
適切に実施して
いる

14
平成28年度農林業職場定着支援事
業（林業就業支援事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
全国森林組合連合会
東京都千代田区内神
田1-1-12

一般競争入札 394,130,699 390,007,116 99.0% 1者
適切に実施して
いる

15
平成28年度求職者のストレス
チェック及びメール相談事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社ヒューマ
ン・タッチ
千葉県船橋市北本町
1-17-25

一般競争入札 11,779,740 7,547,904 64.1% 4者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

16
請負事業適正化・雇用管理改善推
進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
一般社団法人日本生
産技能労務協会
東京都港区新橋4-5-1

一般競争入札 13,507,636 13,392,000 99.1% 1者
適切に実施して
いる

17

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：北海道・東北地
域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社フィールド
プランニング
東京都新宿区西新宿
1-25-1

一般競争入札 13,323,273 5,762,880 43.3%
4者
低入札

適切に実施して
いる

18

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：関東甲信越地
域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
ランゲート株式会社
京都府京都市中京区
壬生坊城町1-1-206

一般競争入札 21,384,422 7,711,200 36.1%
4者
低入札

適切に実施して
いる

19

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：九州・沖縄地
域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社フィールド
プランニング
東京都新宿区西新宿
1-25-1

一般競争入札 13,359,083 5,475,600 41.0%
3者
低入札

適切に実施して
いる

20
特定労働者派遣事業の廃止に伴う
中小規模の派遣元事業主への支援
事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
学校法人大原学園
東京都千代田区西神
田1-2-10

一般競争入札 135,104,695 59,400,000 44.0%
2者
低入札

適切に実施して
いる

21 求人情報提供事業指導援助事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国求
人情報協会
東京都千代田区富士
見2-6-9

一般競争入札 19,124,301 14,765,760 77.2% 1者
適切に実施して
いる

22 職業紹介事業者安定雇用推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国民
営職業紹介事業協会
東京都文京区本郷3-
38-1

一般競争入札 29,720,312 20,184,932 67.9% 1者
適切に実施して
いる

23 優良派遣事業者推奨事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人人材
サービス産業協議会
東京都千代田区富士
見2-6-9

一般競争入札
（総合評価）

29,697,466 25,045,202 84.3% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

24 職業紹介優良事業者推奨事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国民
営職業紹介事業協会
東京都文京区本郷3-
38-1

一般競争入札
（総合評価）

29,573,427 27,857,543 94.2% 1者
適切に実施して
いる

25
派遣労働者のキャリア形成支援事
業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人日本人
材派遣協会
東京都千代田区飯田
橋3-11-14

一般競争入札
（総合評価）

19,927,642 19,332,000 97.0% 1者
適切に実施して
いる

26
民間人材サービスの活用検討事業
（家事支援サービス分野における
求人・求職条件等調査事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人日本看
護家政紹介事業協会
東京都新宿区市谷仲
之町3-2

一般競争入札
（総合評価）

21,269,744 20,838,678 98.0% 1者
適切に実施して
いる

27
民間人材サービスの活用検討事業
（介護分野のマッチング強化に向
けた求人条件等調査事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社サンビジネ
ス
東京都港区芝1-10-11

一般競争入札
（総合評価）

11,180,657 10,584,000 94.7% 1者
適切に実施して
いる

28 建設労働者雇用支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日
株式会社労働調査会
東京都豊島区北大塚
2-4-5

一般競争入札
（総合評価）

100,398,584 75,600,000 75.3% 2者
適切に実施して
いる

29
建設業における雇用管理現状把握
実態調査事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月24日

株式会社東京商工リ
サーチ
東京都千代田区大手
町1-3-1

一般競争入札
（総合評価）

14,417,535 13,394,716 92.9% 1者
適切に実施して
いる

30
介護労働者雇用管理責任者講習事
業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人介護労
働安定センター
東京都荒川区荒川7-
50-9

一般競争入札 55,295,993 49,969,440 90.4% 1者
適切に実施して
いる

31 訪問介護雇用管理事務推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月9日

公益財団法人介護労
働安定センター
東京都荒川区荒川7-
50-9

一般競争入札
（総合評価）

20,616,830 19,996,108 97.0% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

32 高校生就職ガイダンス事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月9日

株式会社東京リーガ
ルマインド
東京都千代田区三崎
町2-2-12

一般競争入札 184,583,124
(139,296,240)

69,648,120
75.5%

5者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施して
いる

33
「若者雇用促進総合サイト（ポー
タルサイト）」改修・運用・保守
業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社ＭＩＣ
東京都千代田区神田
駿河台2-5-7

一般競争入札
（総合評価）

26,924,000 24,836,328 92.2% 1者
適切に実施して
いる

34
平成28年高年齢者及び障害者雇用
状況報告に係る封入封緘及び発送
業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月18日

メールソリューショ
ン・ジャパン株式会
社
東京都千代田区東神
田2-8-13

一般競争入札 45,778,809 41,016,240 89.6%

2者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施して
いる

35
高年齢者雇用状況報告書　201,969
部　外20件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社ハップ
東京都江戸川区松江
1-11-3

一般競争入札 9,570,241
（5,807,584）

2,903,792
60.7%

6者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施して
いる

36

平成28年度におけるテレビ会議
サービスを利用した離島での受給
資格決定等に係る供給（機器、回
線、保守等）業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

エヌ・ティ・ティ・
コミュニケーション
ズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

一般競争入札 106,311,000 106,310,232 100.0% 1者
適切に実施して
いる

37
平成28年度キャリア支援企業表彰
事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月1日
株式会社電通
東京都港区東新橋1-
8-1

一般競争入札
（総合評価）

44,019,792 43,200,000 98.1% 1者
適切に実施して
いる

38
平成28年度キャリア支援企業創出
促進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

平成28年度キャリア
支援企業創出促進事
業共同企業体代表者
中央職業能力開発協
会
東京都新宿区西新宿
7-5-25

一般競争入札
（総合評価）

490,099,332 489,798,360 99.9% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

39
セルフ・キャリアドック導入支援
事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社セントメ
ディア
東京都新宿区新宿3-
1-24

一般競争入札
（総合評価）

110,093,278 74,280,174 67.5%
国庫債務
2年間
3者

適切に実施して
いる

40
平成28年度雇用型訓練を活用する
企業に対する支援等実施事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
日本商工会議所
東京都千代田区丸の
内2-5-1

一般競争入札
（総合評価）

2,278,976,600 2,232,909,978 98.0% 1者
適切に実施して
いる

41
ジョブ・カード制度の活用を促進
するための周知広報用ポータルサ
イト等の運用に係る業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社エヌ・
ティ・ティ・データ
東京都江東区豊洲3-
3-3

一般競争入札
（総合評価）

66,401,946 58,885,740 88.7% 1者
適切に実施して
いる

42
平成28年度ジョブ・カード講習等
の実施

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社東京リーガ
ルマインド
東京都千代田区三崎
町2-2-12

一般競争入札 73,520,202 38,855,700 52.9%
2者
低入札

適切に実施して
いる

43
教育訓練講座受講環境整備事業
（指定申請に係る調査等）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

中央職業能力開発協
会
東京都新宿区西新宿
7-5-25

一般競争入札
（総合評価）

119,705,100 107,959,704 90.2% 1者
適切に実施して
いる

44 平成28年度技能実習制度推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人国際研
修協力機構
東京都港区芝浦2-11ｰ
5

一般競争入札 272,230,730
(270,000,000)

169,351,508
99.2%

1者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施して
いる

45

平成28年度ものづくり立国の推進
事業（業界等が取り組む熟練技能
者を活用した技能継承の支援・促
進）
建設業における技能継承課題に応
じた効果的な技能継承の指導方法
の調査

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人日本造
園組合連合会
東京都千代田区神田
小川町3-3-2

一般競争入札
（総合評価）

15,996,803 11,999,999 75.0% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

46
平成28年度幅広い職種を対象とし
た職務分析に基づいた包括的な職
業能力評価制度の整備事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

中央職業能力開発協
会
東京都新宿区西新宿
7-5-25

一般競争入札 153,451,550 149,021,151 97.1% 2者
適切に実施して
いる

47

技能者育成資金債権回収システム
と官庁会計システムを利用した技
能者育成資金債権管理業務の運用
支援業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

みずほ情報総研株式
会社
東京都千代田区神田
錦町2-3

一般競争入札 9,895,776 9,072,000 91.7% 1者
適切に実施して
いる

48

教育訓練給付制度情報管理・検索
システムの政府共通プラット
フォーム移行に係る設計・開発業
務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月15日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札
（総合評価）

287,452,800 280,800,000 97.7% 1者
適切に実施して
いる

49
中小企業のための女性活躍推進事
業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社パソナ
東京都千代田区丸の
内1-5-1

一般競争入札
（総合評価）

285,721,470 247,926,178 86.8% 6者
適切に実施して
いる

50
平成28年度男性の育児休業取得促
進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社電通
東京都港区東新橋1-
8-1

一般競争入札
（総合評価）

69,474,888 67,824,000 97.6% 1者
適切に実施して
いる

51
女性の活躍推進及び両立支援に関
する総合的情報提供事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

東京海上日動リスク
コンサルティング株
式会社
東京都千代田区大手
町1-5-1

一般競争入札
（総合評価）

136,002,264 118,800,000 87.4% 1者
適切に実施して
いる

52
平成28年度女性就業支援全国展開
事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般財団法人女性労
働協会
東京都港区三田3-5-
21

一般競争入札
（総合評価）

81,487,331
（81,161,460）

44,917,470
99.6%

2者
連名契約
労災勘定
雇用勘定

適切に実施して
いる

53
パートタイム労働者活躍推進に関
する総合的情報提供事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社電通
東京都港区東新橋1-
8-1

一般競争入札
（総合評価）

46,804,205 44,658,000 95.4% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

54 仕事と介護の両立支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

三菱UFJリサーチ＆コ
ンサルティング株式
会社
東京都港区虎ノ門5-
11-2

一般競争入札
（総合評価）

52,543,375 42,166,278 80.3% 3者
適切に実施して
いる

55
中小企業のための育児・介護支援
プラン導入支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社パソナ
東京都千代田区丸の
内1-5-1

一般競争入札
（総合評価）

366,491,018 231,734,520 63.2% 1者
適切に実施して
いる

56 在宅就業者総合支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社キャリア・
マム
東京都多摩市落合1-
46-1

一般競争入札
（総合評価）

33,169,832
（29,872,800）

20,637,000
90.1%

1者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施して
いる

57 パートタイム労働者活躍推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月13日

みずほ情報総研株式
会社
東京都千代田区神田
錦町2-3

一般競争入札
（総合評価）

138,630,429 118,781,827 85.7% 1者
適切に実施して
いる

58
平成28年度国際労働関係事業（労
働組合関係）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人国際労
働財団
東京都千代田区神田
神保町3-23-2

一般競争入札
（総合評価）

272,960,917 269,675,036 98.8% 1者
適切に実施して
いる

59
平成28年度国際労働関係事業（使
用者団体関係）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般財団法人海外産
業人材育成協会
東京都中央区銀座5-
12-5

一般競争入札
（総合評価）

132,577,972 116,969,067 88.2% 1者
適切に実施して
いる

60
毎月勤労統計調査オンラインシス
テムのギャップ修正方法等の変更
に係る改修業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月27日

クボタシステム開発
株式会社
東京都台東区上野1-
10-14

一般競争入札 39,077,000
（16,092,000）

9,655,200
41.2%

3者
低入札
連名契約
一般会計
労災勘定
雇用勘定

適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

61
平成28年雇用動向調査の実施に関
する委託業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月11日

株式会社サーベイリ
サーチセンター
東京都荒川区西日暮
里2-40-10

一般競争入札 42,204,466 35,640,000 84.4% 1者
適切に実施して
いる

62
「平成28年雇用動向調査」調査用
品の印刷等業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月14日
音羽印刷株式会社
東京都新宿区山吹町
15

一般競争入札 9,783,520 7,333,200 75.0% 6者
適切に実施して
いる

63
雇用保険被保険者離職証明書・雇
用保険被保険者離職票－2　26,476
冊の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日
赤坂印刷株式会社
山口県周南市馬神
854-1

一般競争入札 8,454,084 7,005,549 82.9% 7者
適切に実施して
いる

64
ターンアラウンド用ミシン目紙
4,641,360枚の製造

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日
音羽印刷株式会社
東京都新宿区山吹町
15

一般競争入札 6,933,116 5,664,314 81.7% 2者
適切に実施して
いる

65

（パンフレット）「雇用関係助成
金のご案内～雇用の安定のために
～」（平成28年度4月版）（詳細
版）126,500部の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月9日
音羽印刷株式会社
東京都新宿区山吹町
15

一般競争入札 11,850,118 10,216,800 86.2% 6者
適切に実施して
いる

66
技能士章1級技能士章16,395個　外
3件の製造

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月7日
株式会社アプライ
東京都新宿区四谷1-2

一般競争入札 9,107,011 6,416,836 70.5% 2者
適切に実施して
いる

67
平成28年度ハローワークシステム
ＦＡＸサービス

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 50,968,958 50,722,848 99.5%

単価契約
ＦＡＸ使
用料
＠25.0／
枚
他
1者

適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

68
平成28年度電子計算機用記録媒体
の保管及び集配送業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社ワンビシ
アーカイブズ
東京都港区虎ノ門4-
1-28

一般競争入札 8,283,006
（7,482,121）

3,741,061
90.3%

連名契約
労災勘定
徴収勘定

単価契約
2者
保管料
＠760／
箱　他

適切に実施して
いる

69
厚生労働省上石神井庁舎で使用す
る電気

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

東京電力エナジー
パートナー株式会社
東京都新宿区新宿五
丁目4番9号

一般競争入札 286,691,391
（269,126,640）

134,563,320
93.9%

連名契約
労災勘定
徴収勘定

単価契約
1者
常時電力
＠821.68
／Kw　他

適切に実施して
いる

70
厚生労働省上石神井庁舎の清掃、
警備、植栽管理業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社須田ビルメ
ンテナンス
東京都立川市砂川町
4-24-13

一般競争入札 43,227,000
（30,564,000）

15,282,000
70.7%

連名契約
労災勘定
徴収勘定
1者

適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

71
厚生労働省上石神井庁舎緊急時燃
料供給業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社ミキコーポ
レーション
兵庫県神戸市中央区
山手通2-14-9

一般競争入札 24,055,076
(23,149,518）

1,944,000
96.2%

連名契約
労災勘定
徴収勘定
1者
一部単価
契約
緊急時燃
料配送料
20円／ℓ
等

※左記落
札率は単
価契約分
（緊急燃
料）を含
む実際の
入札額
（23,149,
518円）で
除したも
の

適切に実施して
いる

72
厚生労働省上石神井庁舎入退館管
理システム等保守業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

一般競争入札 9,332,000
（9,180,000）

4,590,000
98.4%

連名契約
労災勘定
徴収勘定
1者

適切に実施して
いる

73
平成28年度ハローワークシステム
で使用する消耗品（トナーカート
リッジ類）の調達

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
沖電機工業株式会社
東京都港区芝浦4-10-
16

一般競争入札 2,771,392,545 2,610,225,383 94.2%

単価契約
ﾓﾉｸﾛﾄﾅｰ
@46,890／
個
等
2者

適切に実施して
いる

74
ハローワークシステムにおける共
通番号連携管理サブシステムにか
かる回線導入および賃貸借等一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
KDDI株式会社
東京都千代田区大手
町1-8-1

一般競争入札 42,430,986 25,812,000 60.8%
国庫債務5
年間
1者

適切に実施して
いる

75

ハローワークシステム・民間人材
ビジネス等への求職情報提供に伴
うシステム改修業務（利用申請書
出力機能の追加）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月5日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 9,608,760 9,316,944 97.0% 1者
適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

76
ハローワークシステム関係帳票
（求人申込書831,560枚　他11点）
の印刷等業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月22日
株式会社コタニ
東京都練馬区早宮2-
24-3

一般競争入札 8,833,943 8,008,783 90.7% 3者
適切に実施して
いる

77
ハローワークシステム端末設備等
一式（平成28年8月開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月10日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 86,700,905 86,616,000 99.9%
国庫債務5
年間
1者

適切に実施して
いる

78
ハローワークシステムセンター設
備の転用に伴う追加機器等一式
（債権管理機能追加）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月18日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 29,083,452 27,545,713 94.7%
国庫債務3
年間
1者

適切に実施して
いる

79
ハローワークシステム安定所内公
開回線等一式（平成28年9月開始
分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月25日
KDDI株式会社
東京都千代田区大手
町1-8-1

一般競争入札 6,669,000 6,669,000 100.0%
国庫債務3
年間
1者

適切に実施して
いる

80
ハローワークシステム平成28年度
職業紹介サブシステム（求職者支
援機能群）に係る改修業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月7日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 108,570,032 105,840,000 97.5% 1者
適切に実施して
いる

81
ハローワークシステム端末設備等
一式（平成28年10月開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 10,565,553 10,476,000 99.2%
国庫債務3
年間
1者

適切に実施して
いる

82
ハローワークシステム端末設備等
一式（平成28年9月開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月24日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 49,909,079 49,739,400 99.7%
国庫債務3
年間
1者

適切に実施して
いる

83
シニアワークプログラム実態調査
事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月18日

株式会社ブレイン
ワークス
兵庫県神戸市中央区
三宮町1-4-9

一般競争入札 26,531,740 3,348,000 12.6%
3者
低入札

適切に実施して
いる



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

84

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：中部地域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社フィールド
プランニング
東京都新宿区西新宿
1-25-1

一般競争入札 14,277,040 4,448,520 31.2%
3者
低入札

－

85

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：近畿地域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社フィールド
プランニング
東京都新宿区西新宿
1-25-1

一般競争入札 14,428,925 4,010,040 27.8%
3者
低入札

－

86

派遣先による派遣労働者の雇用管
理改善に資する体制の普及・促進
のための派遣先責任者講習モデル
事業（対象地域：中国・四国地
域）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社フィールド
プランニング
東京都新宿区西新宿
1-25-1

一般競争入札 13,352,504 3,633,120 27.2%
3者
低入札

－

87
人材サービス総合サイト運用保
守・管理等業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社ＳＨＮｅｔ
神奈川県横浜市中区
山下町51-1

一般競争入札 9,358,848 4,136,400 44.2% 3者 －

88
平成28年度中長期的なキャリア形
成を支援するためのキャリアコン
サルタント向け研修等の実施

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社東京リーガ
ルマインド
東京都千代田区三崎
町2-2-12

一般競争入札 9,520,827 3,672,000 38.6% 2者 －

89
雇用保険被保険者資格取得届
2,343,279枚　外6件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日
株式会社ハップ
東京都江戸川区松江
1-11-3

一般競争入札 7,884,317 4,930,657 62.5% 5者 －

90
雇用保険受給資格者証　673,526枚
外7件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月12日
株式会社ハップ
東京都江戸川区松江
1-11-3

一般競争入札 5,944,518 3,660,155 61.6% 5者 －

91
雇用保険業務用紙　発送業務一式
（平成28年度第2四半期分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月30日

京葉アドバンス物流
株式会社
千葉県市川市原木
2526-35

一般競争入札 7,186,587 2,797,200 38.9% 8者 －



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

92
雇用管理指導援助業務ハンドブッ
ク14,578部　外1件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月13日
株式会社ディグ
東京都中央区湊2-8-7

一般競争入札 4,459,659 2,592,000 58.1% 12者 －

93

（パンフレット）「雇用関係助成
金のご案内～雇用の安定のために
～」（平成28年度4月版）（詳細
版）126,006部の発送業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月29日
株式会社ジェイプロ
東京都大田区平和島
4-1-23

一般競争入札 3,022,361 1,144,800 37.9% 11者 －

94
「現代の名工50周年記念誌」作
成・調査・発送業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長代理　蒲生
光行
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月16日
株式会社太平印刷社
東京都品川区東品川
1-6-16

一般競争入札 7,089,918 2,393,789 33.8% 5者 －

95
平成28年度卓越した技能者の表彰
事業運営業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日
株式会社日産社
東京都中央区日本橋
子伝馬町15-17

一般競争入札 3,520,998 2,772,916 78.8% 7者 －

96
一般職業紹介業務取扱要領11,600
部の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日
音羽印刷株式会社
東京都新宿区山吹町
15

一般競争入札 5,093,316 2,775,600 54.5% 13者 －

97
「キャリアアップ助成金」周知用
パンフレット203,200部の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月20日
株式会社千秋社
東京都新宿区矢来町
110

一般競争入札 8,491,111 4,959,705 58.4% 16者 －

98
雇用安定事業関係諸用紙　全10件
の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月30日

事業協同組合EPC-
JAPAN
東京都台東区根岸2-
14-18

一般競争入札 3,185,142 2,289,600 71.9% 9者 －



【競争入札によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合
評価の実施）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率(%) 備　考
公共調達審査会
審議結果状況
（所見）

99
厚生労働省上石神井庁舎廃棄物処
理業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社イゾイ
東京都江戸川区東葛
西1-16-3

一般競争入札 1,624,245
(1,362,526）

681,263
83.9%

連名契約
労災勘定
徴収勘定
単価契約
1者
一般廃棄
物　21.6
円／kg
等

適切に実施して
いる

100
インターネット公開機能群で使用
するサーバ証明書の更新（平成28
年度）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月6日
都築電気株式会社
東京都港区新橋6-19-
15

一般競争入札 3,258,144 2,825,215 86.7% 1者 －

101
ハローワークシステム関係帳票
（求人申込書831,560枚　他11点）
の発送業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月22日

サンテックサービス
株式会社
東京都板橋区赤塚新
町1-3-3

一般競争入札 2,954,854 1,573,322 53.2% 1者 －

102

平成24年度以降に拡張する厚生労
働省統合ネットワーク回線・機器
に係る供給（設計・開発、テス
ト、移行及び運用等）業務一式
（ハローワークシステム平成28年9
月開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月25日

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

一般競争入札 5,196,877 4,939,879 95.1%
国庫債務4
年間
1者

－

103
ハローワークシステム地方ＬＡＮ
設備導入等一式（平成28年10月開
始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

一般競争入札 3,547,195 3,533,760 99.6%
国庫債務3
年間
1者

－

104

平成28年度以降に拡張する厚生労
働省統合ネットワーク回線・機器
に係る供給（設計・開発、テス
ト、移行及び運用等）業務一式
（ハローワークシステム平成28年
10月開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日

NTTコミュニケーショ
ンズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

一般競争入札 2,583,822 2,583,822 100.0%
国庫債務4
年間
1者

－

105
ハローワークシステム安定所内公
開回線等一式（平成28年10月開始
分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月22日
KDDI株式会社
東京都千代田区大手
町1-8-1

一般競争入札 3,237,300 3,237,300 100.0%
国庫債務3
年間
1者

－



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

1
生活保護受給者等に対する就労意
欲維持・向上技法開発事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月9日

有限責任監査法人
トーマツ
東京都港区港南2-
15-3

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

14,978,000
（14,978,000）

7,489,000
100.0% －

1者
連名契約
一般会計
雇用勘定

適切に実施し
ている

2
ＩＣＴを活用した新たな障害者の
在宅雇用推進のための支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長代理　蒲生
光行
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月28日

株式会社ワイズス
タッフ
奈良県生駒市東松ヶ
丘2-1-202

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

39,419,223 39,419,223 100.0% － 1者
適切に実施し
ている

3

人材不足分野における人材確保の
ための雇用管理改善促進事業（モ
デル調査コース）
地域の実情等に応じて人材不足が
懸念される分野

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月27日

株式会社三菱総合研
究所
東京都千代田区永田
町2-10-3

予算決算及び会計令第99条の2（不落随契） 54,731,060 54,000,000 98.7% － 1者
適切に実施し
ている

4
求人情報提供事業の適正化推進事
業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国求
人情報協会
東京都千代田区富士
見2-6-9

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

29,881,000 29,881,000 100.0% － 1者
適切に実施し
ている

5 港湾労働者就労確保支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般財団法人港湾労
働安定協会
東京都港区新橋6-
11-10

委託事業の内容が、港湾労働法第28条に基づく指
定法人に委託することで、事業が効果的かつ効率
的になることから、会計法第29条の3第4項に該当
するため。

94,583,000 94,583,000 100.0% －
適切に実施し
ている

6
若者向け就職等に関する電話・
メール相談事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月17日
株式会社マイナビ
東京都千代田一ツ橋
1-1-1

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

184,470,000 184,470,000 100.0% － 7者
適切に実施し
ている

7
離職者等再就職訓練事業（地域連
携人材育成強化支援事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月25日
大阪府
大阪府大阪市中央区
大手前2

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

19,556,000 19,556,000 100.0% － 1者
適切に実施し
ている

8
離職者等再就職訓練事業（地域連
携人材育成強化支援事業）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月11日
山形県
山形県山形市松波二
丁目8-1

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

8,378,856 8,378,856 100.0% －
追加募集分
2者

適切に実施し
ている

9
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富山県
富山県富山市新総曲
輪1番7号

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

294,617,119 294,603,997 100.0% －
適切に実施し
ている

公共調達審査会審議対象一覧及び審議結果（物品・役務等） 



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

10
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛知県
愛知県名古屋市中区
三の丸三丁目1番2号

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

213,720,357 213,559,223 99.9% －
適切に実施し
ている

11
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
三重県
三重県津市広明町13

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

281,545,252 281,545,252 100.0% －
適切に実施し
ている

12
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

京都府
京都府京都市上京区
下立売通新町西入藪
ノ内町

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

300,000,000 300,000,000 100.0% －
適切に実施し
ている

13
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鳥取県
鳥取県鳥取市東町1-
220

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

293,617,395 289,061,000 98.4% －
適切に実施し
ている

14
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山口県
山口県山口市滝町1-
1

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

150,961,920 148,300,000 98.2% －
適切に実施し
ている

15
地域創生人材育成事業（単年度契
約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
徳島県
徳島県徳島市万代町
1-1

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

292,733,578 291,151,000 99.5% －
適切に実施し
ている

16
地域創生人材育成事業（複数年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
北海道
北海道札幌市中央区
北3条西6丁目

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

466,011,960 465,117,595 99.8% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

17
地域創生人材育成事業（複数年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大阪府
大阪府大阪市中央区
大手前2

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

598,670,268 568,093,184 94.9% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

18
地域創生人材育成事業（複数年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮崎県
宮崎県宮崎市橘通東
2丁目10番1号

本事業は、都道府県のみを対象事業者としてお
り、平成27年度に事業開始した事業の継続実施に
係るものであり、実施可能な事業者は、当該都道
府県のみとなることから、会計法第29条の3第4項
に該当するため。

597,100,364 596,958,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

19
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月27日
埼玉県
埼玉県さいたま市浦
和区高砂3-15-1

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

872,447,364 872,447,364 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

20
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月30日
福岡県
福岡県福岡市博多区
東公園7番7号

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

569,261,753 569,261,753 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

21
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月30日
長崎県
長崎県長崎市江戸町
2番13号

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

827,176,235 827,176,235 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

22
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月24日
群馬県
群馬県前橋市大手町
1-1-1

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

233,125,318 233,125,318 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

23
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月24日
静岡県
静岡県静岡市葵区追
手町9-6

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

241,756,852 241,756,852 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

24
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月24日
岡山県
岡山県岡山市北区内
山下2丁目4番6号

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

31,411,950 31,411,950 100.0% － 10者
適切に実施し
ている

25
地域創生人材育成事業（平成28年
度開始分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月28日
高知県
高知県高知市丸ノ内
1-2-20

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

757,211,202 757,211,202 100.0% －
国庫債務3年
間
10者

適切に実施し
ている

26
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
北海道
北海道札幌市中央区
北3条西6丁目

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

989,551,184 989,551,184 100.0% －
適切に実施し
ている

27
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
青森県
青森県青森市長島一
丁目1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

536,326,678 536,326,678 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

28
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岩手県
岩手県盛岡市内丸10
番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

382,326,767 382,326,767 100.0% －
適切に実施し
ている

29
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮城県
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目8-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

434,337,346 434,337,346 100.0% －
適切に実施し
ている

30
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
秋田県
秋田県秋田市山王四
丁目1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

214,110,518 214,110,518 100.0% －
適切に実施し
ている

31
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山形県
山形県山形市松波二
丁目8-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

223,327,390 223,327,390 100.0% －
適切に実施し
ている

32
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福島県
福島県福島市杉妻町
2-16

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

311,304,042 311,304,042 100.0% －
適切に実施し
ている

33
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
茨城県
茨城県水戸市笠原町
978番6

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

301,695,159 301,695,159 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

34
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
栃木県
栃木県宇都宮市塙田
1-1-20

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

378,712,793 378,712,793 100.0% －
適切に実施し
ている

35
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
群馬県
群馬県前橋市大手町
1-1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

244,585,674 244,585,674 100.0% －
適切に実施し
ている

36
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
埼玉県
埼玉県さいたま市浦
和区高砂3-15-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

781,568,040 781,568,040 100.0% －
適切に実施し
ている

37
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
千葉県
千葉県千葉市中央区
市場町1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

583,540,762 583,540,762 100.0% －
適切に実施し
ている

38
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
東京都
東京都新宿区西新宿
二丁目8番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

1,304,975,280 1,304,975,280 100.0% －
適切に実施し
ている

39
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
神奈川県
神奈川県横浜市中区
日本大通1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

294,909,870 294,909,870 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

40
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
新潟県
新潟県新潟市中央区
新光町4番地1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

675,813,268 675,018,187 99.9% －
適切に実施し
ている

41
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富山県
富山県富山市新総曲
輪1番7号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

190,469,166 190,469,166 100.0% －
適切に実施し
ている

42
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
石川県
石川県金沢市鞍月1
丁目1番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

282,689,440 282,686,109 100.0% －
適切に実施し
ている

43
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福井県
福井県福井市大手3
丁目17番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

131,672,547 131,672,547 100.0% －
適切に実施し
ている

44
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山梨県
山梨県甲府市丸の内
1-6-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

158,531,527 158,531,527 100.0% －
適切に実施し
ている

45
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
長野県
長野県長野市大字南
長野字幅下692-2

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

382,504,766 382,504,766 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

46
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岐阜県
岐阜県岐阜市薮田南
2-1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

129,786,926 129,722,126 100.0% －
適切に実施し
ている

47
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
静岡県
静岡県静岡市葵区追
手町9-6

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

339,143,011 339,143,011 100.0% －
適切に実施し
ている

48
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛知県
愛知県名古屋市中区
三の丸三丁目1番2号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

583,734,026 583,734,026 100.0% －
適切に実施し
ている

49
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
三重県
三重県津市広明町13

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

151,080,324 151,080,324 100.0% －
適切に実施し
ている

50
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
滋賀県
滋賀県大津市京町四
丁目1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

236,308,728 236,308,728 100.0% －
適切に実施し
ている

51
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

京都府
京都府京都市上京区
下立売通新町西入藪
ノ内町

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

325,572,922 325,572,922 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

52
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大阪府
大阪府大阪市中央区
大手前2

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

769,357,394 769,357,394 100.0% －
適切に実施し
ている

53
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

兵庫県
兵庫県神戸市中央区
下山手通5丁目10番1
号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

672,903,315 672,903,315 100.0% －
適切に実施し
ている

54
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
奈良県
奈良県奈良市登大路
町30番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

281,287,578 281,287,578 100.0% －
適切に実施し
ている

55
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
和歌山県
和歌山県和歌山市小
松原通一丁目1番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

175,400,155 175,400,155 100.0% －
適切に実施し
ている

56
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鳥取県
鳥取県鳥取市東町1-
220

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

178,825,500 178,825,500 100.0% －
適切に実施し
ている

57
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
島根県
島根県松江市殿町1
番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

185,840,330 183,410,330 98.7% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

58
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岡山県
岡山県岡山市北区内
山下2丁目4番6号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

213,684,611 213,684,611 100.0% －
適切に実施し
ている

59
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
広島県
広島県広島市中区基
町10-52

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

251,755,476 251,755,476 100.0% －
適切に実施し
ている

60
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山口県
山口県山口市滝町1-
1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

294,528,268 294,528,268 100.0% －
適切に実施し
ている

61
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
徳島県
徳島県徳島市万代町
1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

311,382,969 311,382,969 100.0% －
適切に実施し
ている

62
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
香川県
香川県高松市番町四
丁目1番10号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

96,850,923 96,850,923 100.0% －
適切に実施し
ている

63
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛媛県
愛媛県松山市一番町
四丁目4-2

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

239,408,161 239,408,161 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
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（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

64
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
高知県
高知県高知市丸ノ内
1-2-20

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

140,835,627 140,835,627 100.0% －
適切に実施し
ている

65
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福岡県
福岡県福岡市博多区
東公園7番7号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

1,437,004,153 1,437,004,153 100.0% －
適切に実施し
ている

66
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
佐賀県
佐賀県佐賀市城内一
丁目1番59号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

214,291,342 214,291,342 100.0% －
適切に実施し
ている

67
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
長崎県
長崎県長崎市江戸町
2番13号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

217,537,427 201,186,435 92.5% －
適切に実施し
ている

68
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
熊本県
熊本県熊本市水前寺
六丁目18番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

354,333,779 354,333,779 100.0% －
適切に実施し
ている

69
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大分県
大分県大分市大手町
3丁目1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

225,620,130 225,620,130 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

70
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮崎県
宮崎県宮崎市橘通東
2丁目10番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

172,757,445 172,109,445 99.6% －
適切に実施し
ている

71
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鹿児島県
鹿児島県鹿児島市鴨
池新町10番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

416,512,939 416,512,939 100.0% －
適切に実施し
ている

72
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
沖縄県
沖縄県那覇市泉崎1
丁目2番2号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

270,852,667 270,852,667 100.0% －
適切に実施し
ている

73
離職者等再就職訓練事業（単年度
契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
横浜市
神奈川県横浜市中区
港町1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

123,895,427 123,895,427 100.0% －
適切に実施し
ている

74
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
北海道
北海道札幌市中央区
北3条西6丁目

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

467,092,499 467,092,499 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

75
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
青森県
青森県青森市長島一
丁目1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

57,591,000 57,591,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

76
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岩手県
岩手県盛岡市内丸10
番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

121,341,456 121,341,456 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

77
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮城県
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目8-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

100,861,200 100,861,200 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

78
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
秋田県
秋田県秋田市山王四
丁目1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

62,033,597 62,033,597 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

79
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山形県
山形県山形市松波二
丁目8-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

33,858,000 33,412,932 98.7% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

80
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福島県
福島県福島市杉妻町
2-16

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

90,201,600 90,201,600 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

81
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
茨城県
茨城県水戸市笠原町
978番6

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

152,150,400 152,150,400 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

82
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
栃木県
栃木県宇都宮市塙田
1-1-20

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

182,658,240 182,658,240 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

83
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
群馬県
群馬県前橋市大手町
1-1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

149,299,200 149,299,200 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

84
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
埼玉県
埼玉県さいたま市浦
和区高砂3-15-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

689,225,760 689,225,760 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

85
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
千葉県
千葉県千葉市中央区
市場町1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

462,613,636 462,613,636 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

86
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
東京都
東京都新宿区西新宿
二丁目8番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

1,089,923,040 1,089,923,040 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

87
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
神奈川県
神奈川県横浜市中区
日本大通1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

299,983,500 299,983,500 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

88
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
新潟県
新潟県新潟市中央区
新光町4番地1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

392,047,344 392,047,344 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

89
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富山県
富山県富山市新総曲
輪1番7号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

158,593,248 158,593,248 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

90
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
石川県
石川県金沢市鞍月1
丁目1番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

213,986,583 213,917,283 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

91
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福井県
福井県福井市大手3
丁目17番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

75,323,088 75,323,088 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

92
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山梨県
山梨県甲府市丸の内
1-6-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

103,032,000 103,032,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

93
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岐阜県
岐阜県岐阜市薮田南
2-1-1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

357,447,600 353,084,400 98.8% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

94
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
静岡県
静岡県静岡市葵区追
手町9-6

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

96,163,200 96,163,200 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

95
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛知県
愛知県名古屋市中区
三の丸三丁目1番2号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

877,938,804 877,938,804 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

96
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
三重県
三重県津市広明町13

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

115,344,000 115,344,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

97
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
滋賀県
滋賀県大津市京町四
丁目1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

93,856,860 93,856,860 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

98
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

京都府
京都府京都市上京区
下立売通新町西入藪
ノ内町

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

271,073,088 271,073,088 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

99
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大阪府
大阪府大阪市中央区
大手前2

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

650,103,840 650,103,840 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

100
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

兵庫県
兵庫県神戸市中央区
下山手通5丁目10番1
号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

171,858,024 171,858,024 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

101
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
奈良県
奈良県奈良市登大路
町30番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

109,836,000 109,836,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

102
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
和歌山県
和歌山県和歌山市小
松原通一丁目1番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

166,244,400 166,244,400 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

103
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鳥取県
鳥取県鳥取市東町1-
220

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

86,169,078 86,169,078 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

104
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
島根県
島根県松江市殿町1
番地

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

303,646,325 300,969,392 99.1% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

105
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岡山県
岡山県岡山市北区内
山下2丁目4番6号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

211,587,120 211,587,120 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

106
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
広島県
広島県広島市中区基
町10-52

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

330,115,806 330,115,806 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

107
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山口県
山口県山口市滝町1-
1

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

309,824,611 309,824,611 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

108
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
香川県
香川県高松市番町四
丁目1番10号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

67,392,000 67,392,000 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

109
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
高知県
高知県高知市丸ノ内
1-2-20

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

89,708,860 89,708,860 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

110
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
佐賀県
佐賀県佐賀市城内一
丁目1番59号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

94,078,260 94,078,260 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

111
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
長崎県
長崎県長崎市江戸町
2番13号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

295,594,272 282,158,856 95.5% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

112
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
熊本県
熊本県熊本市水前寺
六丁目18番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

206,383,075 206,383,075 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

113
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大分県
大分県大分市大手町
3丁目1番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

192,067,200 192,067,200 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

114
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮崎県
宮崎県宮崎市橘通東
2丁目10番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

138,022,272 137,374,272 99.5% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

115
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鹿児島県
鹿児島県鹿児島市鴨
池新町10番1号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

181,472,400 181,472,400 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている

116
離職者等再就職訓練事業（複数年
度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
沖縄県
沖縄県那覇市泉崎1
丁目2番2号

公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当たって
は、職業能力開発促進法第15条の6第3項に基づき
公共職業能力開発施設が委託を行うこととされて
おり、委託先としては公共職業能力開発施設を設
置・運営している都道府県等しか存在せず、競争
を許さないものであることから、会計法第29条の3
第5項に該当するため。

234,662,400 234,662,400 100.0% －
国庫債務2年
間

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

117
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
北海道
北海道札幌市中央区
北3条西6丁目

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

41,954,190 41,954,190 100.0% －
適切に実施し
ている

118
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
青森県
青森県青森市長島一
丁目1-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

21,239,793 21,239,793 100.0% －
適切に実施し
ている

119
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岩手県
岩手県盛岡市内丸10
番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

14,170,392 14,170,392 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

120
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮城県
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目8-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

18,825,000 18,825,000 100.0% －
適切に実施し
ている

121
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
秋田県
秋田県秋田市山王四
丁目1-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

12,979,559 12,979,559 100.0% －
適切に実施し
ている

122
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山形県
山形県山形市松波二
丁目8-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

14,003,018 14,003,018 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

123
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福島県
福島県福島市杉妻町
2-16

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

36,973,735 36,973,735 100.0% －
適切に実施し
ている

124
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
茨城県
茨城県水戸市笠原町
978番6

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

13,562,898 13,562,898 100.0% －
適切に実施し
ている

125
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
栃木県
栃木県宇都宮市塙田
1-1-20

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

17,927,521 17,927,521 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

126
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
群馬県
群馬県前橋市大手町
1-1-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

18,629,186 18,629,186 100.0% －
適切に実施し
ている

127
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
埼玉県
埼玉県さいたま市浦
和区高砂3-15-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

64,603,405 64,603,405 100.0% －
適切に実施し
ている

128
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
千葉県
千葉県千葉市中央区
市場町1番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

63,859,424 63,859,424 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

129
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
東京都
東京都新宿区西新宿
二丁目8番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

133,291,731 133,291,731 100.0% －
適切に実施し
ている

130
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
神奈川県
神奈川県横浜市中区
日本大通1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

90,105,000 90,105,000 100.0% －
適切に実施し
ている

131
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
新潟県
新潟県新潟市中央区
新光町4番地1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

60,888,462 60,888,462 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

132
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富山県
富山県富山市新総曲
輪1番7号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

13,475,585 13,475,585 100.0% －
適切に実施し
ている

133
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
石川県
石川県金沢市鞍月1
丁目1番地

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

11,026,074 11,026,074 100.0% －
適切に実施し
ている

134
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福井県
福井県福井市大手3
丁目17番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

7,450,234 7,450,234 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

135
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山梨県
山梨県甲府市丸の内
1-6-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

25,598,361 25,598,361 100.0% －
適切に実施し
ている

136
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
長野県
長野県長野市大字南
長野字幅下692-2

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

72,980,744 72,980,744 100.0% －
適切に実施し
ている

137
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岐阜県
岐阜県岐阜市薮田南
2-1-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

25,854,648 25,854,648 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

138
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
静岡県
静岡県静岡市葵区追
手町9-6

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

55,981,087 55,981,087 100.0% －
適切に実施し
ている

139
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛知県
愛知県名古屋市中区
三の丸三丁目1番2号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

72,614,172 72,614,172 100.0% －
適切に実施し
ている

140
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
三重県
三重県津市広明町13

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

18,424,944 18,424,944 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

141
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
滋賀県
滋賀県大津市京町四
丁目1番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

12,327,911 12,327,911 100.0% －
適切に実施し
ている

142
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

京都府
京都府京都市上京区
下立売通新町西入藪
ノ内町

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

55,656,613 55,656,613 100.0% －
適切に実施し
ている

143
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大阪府
大阪府大阪市中央区
大手前2

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

88,556,117 88,556,117 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

144
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

兵庫県
兵庫県神戸市中央区
下山手通5丁目10番1
号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

33,142,207 33,142,207 100.0% －
適切に実施し
ている

145
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
奈良県
奈良県奈良市登大路
町30番地

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

12,222,065 12,222,065 100.0% －
適切に実施し
ている

146
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
和歌山県
和歌山県和歌山市小
松原通一丁目1番地

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

14,941,170 14,941,170 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

147
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鳥取県
鳥取県鳥取市東町1-
220

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

19,109,307 19,109,307 100.0% －
適切に実施し
ている

148
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
島根県
島根県松江市殿町1
番地

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

32,228,297 32,228,297 100.0% －
適切に実施し
ている

149
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
岡山県
岡山県岡山市北区内
山下2丁目4番6号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

12,667,627 12,667,627 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

150
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
広島県
広島県広島市中区基
町10-52

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

37,540,362 37,540,362 100.0% －
適切に実施し
ている

151
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
山口県
山口県山口市滝町1-
1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

28,569,683 28,569,683 100.0% －
適切に実施し
ている

152
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
徳島県
徳島県徳島市万代町
1-1

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

22,605,770 22,605,770 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

153
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
香川県
香川県高松市番町四
丁目1番10号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

15,167,772 15,167,772 100.0% －
適切に実施し
ている

154
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛媛県
愛媛県松山市一番町
四丁目4-2

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

26,861,838 26,861,838 100.0% －
適切に実施し
ている

155
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
高知県
高知県高知市丸ノ内
1-2-20

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

28,808,539 28,808,539 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

156
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
福岡県
福岡県福岡市博多区
東公園7番7号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

61,805,169 61,805,169 100.0% －
適切に実施し
ている

157
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
佐賀県
佐賀県佐賀市城内一
丁目1番59号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

28,076,764 28,076,764 100.0% －
適切に実施し
ている

158
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
長崎県
長崎県長崎市江戸町
2番13号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

25,354,973 25,354,973 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

159
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
熊本県
熊本県熊本市水前寺
六丁目18番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

32,181,113 32,181,113 100.0% －
適切に実施し
ている

160
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
大分県
大分県大分市大手町
3丁目1番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

48,970,278 48,970,278 100.0% －
適切に実施し
ている

161
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮崎県
宮崎県宮崎市橘通東
2丁目10番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

17,024,082 17,024,082 100.0% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

162
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
鹿児島県
鹿児島県鹿児島市鴨
池新町10番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

38,368,455 38,368,455 100.0% －
適切に実施し
ている

163
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（単年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
沖縄県
沖縄県那覇市泉崎1
丁目2番2号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

33,401,033 33,401,033 100.0% －
適切に実施し
ている

164
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

京都府
京都府京都市上京区
下立売通新町西入藪
ノ内町

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

10,000,000 10,000,000 100.0% －
適切に実施し
ている

165
平成28年度建設労働者緊急育成支
援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般財団法人建設業
振興基金
東京都港区虎ノ門4-
2-12

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

924,474,862 924,467,040 100.0% － 1者
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

166
平成28年度技能実習対象職種拡大
等推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益財団法人国際研
修協力機構
東京都港区芝浦2-
11-5

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

77,035,000 74,035,000 96.1% － 1者
適切に実施し
ている

167
平成28年度勤労青少年の国際交流
を活用したキャリア形成支援事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人海外留
学協議会
東京都新宿区神楽坂
6-46

予算決算及び会計令第99条の2（不落随契） 25,093,266 24,775,912 98.7% － 1者
適切に実施し
ている

168
平成28年度若年技能者人材育成支
援等事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

平成28年度若年技能
者人材育成支援等事
業共同企業体代表者
中央職業能力開発協
会
東京都新宿区西新宿
7-5-25

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

3,373,923,705 3,367,861,200 99.8% － 1者
適切に実施し
ている

169
平成28年度各種技能競技大会等の
推進事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

中央職業能力開発協
会
東京都新宿区西新宿
7-5-25

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

630,013,000 630,012,976 100.0% － 1者
適切に実施し
ている

170
認定社内検定の拡充・普及促進事
業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

三菱UFJリサーチ＆
コンサルティング株
式会社
東京都港区虎ノ門5-
11-2

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

89,027,326 89,012,088 100.0% － 2者
適切に実施し
ている

171
平成28年度教育訓練給付制度情報
管理・検索システム改修に伴う追
加機能分の運用・保守

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

契約の性質が競争を許さないことから、会計法第
29条の3第4項に該当するため。

6,967,296 6,967,296 100.0% －
適切に実施し
ている

172 職務分析・職務評価普及事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

PwCコンサルティン
グ合同会社
東京都千代田区丸の
内2-6-1

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

185,296,040 185,294,416 100.0% － 2者
適切に実施し
ている

173
個別労働紛争の防止・解決のため
の労働法普及・啓発事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

公益社団法人全国労
働基準関係団体連合
会
東京都千代田区神田
小川町3-28-2

企画競争の結果、適任とされた団体と契約するこ
とから、会計法第29条の3第4項に該当するため。

51,528,681
（51,526,800）

25,763,400
100.0% －

1者
連名契約
労災勘定
雇用勘定

適切に実施し
ている

174
厚生労働省上石神井庁舎の管理・
運営業務一式

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

富士電機ＩＴソ
リューション株式会
社
東京都千代田区外神
田6-15-12

予算決算及び会計令第99条の2（不落随契） 386,393,129
(386,117,280)

193,058,640
99.9% －

国庫債務3年
間
連名契約
労災勘定
徴収勘定

適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及
び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
落札率
(%)

再就職
の役員
の数

（人）

備　考
公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

175
ハローワークシステムセンター設
備の転用に伴う転用先機器調整作
業一式（債権管理機能追加）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月13日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

本業務を進めるに当たっては、リスク回避を含め
安定稼働を前提とした工程管理等に万全を期する
事が緊要であることから、本事業の受託者は賃貸
借契約期間中の機器の構造等に十分精通している
ことが必要であり、契約の性質又は目的が競争を
許さないこと（互換性）から、会計法第29条3第4
項に該当するため。

97,728,361 96,301,446 98.5% －
適切に実施し
ている

176
勤労青少年福祉法の改正及び社会
保障・税番号制度施行に伴うハ
ローワークシステム改修業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月16日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

予算決算及び会計令第99条の2（不落随契） 1,602,198,824 1,601,640,000 100.0% －
適切に実施し
ている

177
ハローワークシステム雇用保険業
務に関する平成28年度変更管理案
件対応に伴うシステム改修業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月21日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

本案件は、データベース構造の変更を要する改修
などシステムの根幹に直接関わる部分のソフト
ウェア改修であり、システムの安定稼働に著しい
影響を与えないためには、ハローワークシステム
のソフトウェア保守事業者以外には行うことがで
きないものであることから、会計法第29条の3第4
項に該当するため。

918,858,492 918,611,280 100.0% －
適切に実施し
ている

178

ハローワークシステムセンター設
備及び拠点設備におけるネット
ワーク構成等作業等一式（平成28
年度対応）（設計・開発分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月30日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

本業務を進めるに当たっては、リスク回避を含め
安定稼働を前提とした工程管理等に万全を期する
事が緊要であることから、本事業の受託者は賃貸
借契約期間中の機器の構造等に十分精通している
ことが必要であり、契約の性質又は目的が競争を
許さないこと（互換性）から、会計法第29条3第4
項に該当するため。

208,322,280 208,322,280 100.0% －
適切に実施し
ている

179

ハローワークシステムセンター設
備及び拠点設備におけるネット
ワーク構成等作業等一式（平成28
年度対応）（賃貸借及びハード
ウェア導入分）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　田中佐智
子
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月30日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

本業務を進めるに当たっては、リスク回避を含め
安定稼働を前提とした工程管理等に万全を期する
事が緊要であることから、本事業の受託者は賃貸
借契約期間中の機器の構造等に十分精通している
ことが必要であり、契約の性質又は目的が競争を
許さないこと（互換性）から、会計法第29条3第4
項に該当するため。

1,295,457,720 1,290,646,656 99.6% － 国庫債務3年間
適切に実施し
ている

180
定期刊行物「労政時報」99部の購
入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社労務行政
品川区西五反田3-6-
21

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

3,528,360 3,528,360 100.0% － －

181
定期刊行物「労働新聞」194部の
購入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社労働新聞社
東京都板橋区仲町
29-9

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

2,011,392 2,011,392 100.0% － －

182
定期刊行物「労働法令通信」418
部の購入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
株式会社労働法令
東京都中央区新川2-
1-6

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

4,875,552 4,875,552 100.0% － －
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183
定期刊行物「中央労働時報」197
部の購入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般財団法人労委協
会
東京都港区芝公園1-
5-32

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

2,042,496 2,042,496 100.0% － －

184
定期刊行物「福祉情報」99部の購
入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

一般社団法人財形福
祉協会
東京都中央区日本橋
小舟町8-14

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

2,851,200 2,851,200 100.0% － －

185
各都道府県労働局における官報情
報検索サービスの利用継続

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

東京官書普及株式会
社
東京都千代田区神田
錦町1-2

独立行政法人国立印刷局にしか存在しない「官報
情報検索サービス」は最寄りの官報販売所からし
か申し込むことができないから、会計法第29条の3
第4項に該当するため。

1,218,240 1,218,240 100.0% －
適切に実施し
ている

186
リーフレット「高年齢者雇用継続
給付の内容及び支給申請手続につ
いて」150,800部　外2件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

株式会社miura-ori
lab
東京都新宿区住吉町
1-12

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

2,492,441 2,080,878 83.5% － －

187
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（複数年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
三重県
三重県津市広明町13

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

3,719,824 3,719,824 100.0% －
国庫債務2年
間

－
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188
障害者の態様に応じた多様な委託
訓練事業（複数年度契約）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
熊本県
熊本県熊本市水前寺
六丁目18番1号

本事業は、地域の多様な委託訓練先を開拓し、
個々の障害者及び地域の労働市場のニーズに対応
した職業訓練を実施するものであり、福祉から雇
用へという流れの中で障害者が居住する身近な地
域で職業訓練機会を提供する必要があるため、都
道府県が設置した公共職業能力開発施設が実施す
るものである。
また、公共職業訓練のうち委託訓練の実施に当
たっては、職業能力開発促進法第15条の6第3項に
基づいて公共職業能力開発施設が委託を行うこと
とされており、本事業を全国で効果的・効率的実
施するためには、都道府県が有する公共職業訓練
や障害者施策に関する豊富な実績とノウハウが必
要不可欠であり、さらに受講者と委託先のマッチ
ング等のコーディネート業務等を担う必要がある
ため、公共職業能力開発施設を管轄している各都
道府県しか存在せず競争を許さないことから、会
計法第29条の3第4項に該当するため。

3,110,400 3,110,400 100.0% －
国庫債務2年
間

－

189
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
宮城県
宮城県仙台市青葉区
本町三丁目8-1

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

1,908,536 1,908,536 100.0% － －

190
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
埼玉県
埼玉県さいたま市浦
和区高砂3-15-1

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

3,947,950 3,947,950 100.0% － －

191
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
神奈川県
神奈川県横浜市中区
日本大通1

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

3,762,000 3,762,000 100.0% － －



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課
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びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日
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び理由（企画競争又は公募）

予定価格（円） 契約金額（円）
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再就職
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公共調達審査
会審査結果状
況（所見）

192
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日
愛知県
愛知県名古屋市中区
三の丸三丁目1番2号

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

3,137,821 3,137,821 100.0% － －

193
就職活動に困難性を有する学生等
に対する委託訓練事業

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

兵庫県
兵庫県神戸市中央区
下山手通5丁目10番1
号

国及び都道府県等が行う職業訓練は、職業能力開
発促進法第15条の6第3項に基づき職業能力開発校
内において行うほか、迅速且つ効果的な職業訓練
を実施するため必要があるときは、適切と認めら
れる他の施設により行われる教育訓練を当該公共
職業能力開発施設の行う職業訓練とみなすことと
なっており、本事業はこの規定に基づき国と都道
府県等が委託契約を締結して実施する委託事業で
あり、委託先として都道府県等しか存在せず、競
争を許さないものであることから、会計法第29条
の3第4項の規定に該当するため。

3,888,000 3,888,000 100.0% － －

194
平成28年度労働経済動向調査に係
る調査用品等の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月9日

大和綜合印刷株式会
社
東京都千代田区飯田
橋1-12-11

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

1,931,033 1,717,675 89.0% － －

195
パンフレット「雇用関係助成金の
ご案内（平成28年度4月版）（簡
略版）」119,500部の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月20日
永和印刷株式会社
東京都荒川区西日暮
里1-57-17

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

1,778,565 1,206,711 67.8% － －

196
キャリア形成促進助成金周知用パ
ンフレット74,820部の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月2日

株式会社大和プリン
ト
東京都台東区柳橋2-
21-13

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

2,449,488 2,399,926 98.0% － －

197
パンフレット「平成28年度両立支
援等助成金のご案内」63,620部
外2件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月20日
永和印刷株式会社
東京都荒川区西日暮
里1-57-17

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

2,348,183 1,829,915 77.9% － －

198
熊本地震に伴うハローワークコー
ルセンターの設置・運営の委託

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月28日

ソフトバンク株式会
社
東京都港区東新橋1-
9-1

契約の性質が競争を許さないことから、会計法第
29条の3第4項に該当するため。

3,979,800 3,402,000 85.5% －
適切に実施し
ている



【随意契約によるもの】 （審査対象期間　平成２８年４月～６月） 部局名　職業安定局雇用保険課
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199

熊本地震被災地のハローワークに
おける土日開庁に伴うハローワー
クコールセンターの設置・運営の
委託

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月19日

ソフトバンク株式会
社
東京都港区東新橋1-
9-1

契約の性質が競争を許さないことから、会計法第
29条の3第4項に該当するため。

3,439,800 3,186,000 92.6% － －

200

平成27年賃金事情等総合調査－賃
金事情調査－、平成27年賃金事情
等総合調査－年金及び定年制事情
調査－各387部の購入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月17日

一般財団法人労委協
会
東京都港区芝公園1-
5-32

安価に購入できるのは、発行元である出版社以外
にないため（会計法29条の3第4項）。

1,705,122 1,705,122 100.0% － －

201
厚生労働大臣指定教育訓練講座一
覧　第1分冊590冊　外2件の印刷

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月31日
有限会社正陽印刷
東京都練馬区関町北
5-19-10

予定価格が250万円を超えない製造であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

1,365,817 1,105,542 80.9% － －

202

ハローワークシステム利用機関に
おける厚生労働省統合ネットワー
ク回線・機器の移転・移設に係る
業務一式（平成28年4月）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月1日

NTTコミュニケー
ションズ(株)
東京都千代田区内幸
町1-1-6

回線機器の移設作業について、限られた時間で確
実に行う必要があることに加え、移設後に不具合
が生じた場合、導入業者と移設業者との間で責任
の所在が不明確になり、原因の特定に難航するな
ど迅速な復旧ができず、ハローワークシステムの
運営に支障をきたすことから、会計法第29条の3第
4項に該当するため。

2,501,712 2,084,400 83.3% － －

203
ハローワークシステムＵＳＢキー
他1点購入

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年4月5日

株式会社富士通マー
ケティング・オフィ
スサービス
東京都千代田区神田
練塀町3

予定価格が160万円を超えない購入であることか
ら、会計法第29条の3第5項に該当するため。

1,241,740 1,241,740 100.0% － －

204

ハローワークシステム利用機関に
おける厚生労働省統合ネットワー
ク回線・機器の移転・移設に係る
業務一式（平成28年5月）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月6日

NTTコミュニケー
ションズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

回線機器の移設作業について、限られた時間で確
実に行う必要があることに加え、移設後に不具合
が生じた場合、導入業者と移設業者との間で責任
の所在が不明確になり、原因の特定に難航するな
ど迅速な復旧ができず、ハローワークシステムの
運営に支障をきたすことから、会計法第29条の3第
4項に該当するため。

1,781,568 1,360,800 76.4% － －

205

平成28年度　特定求職者雇用開発
助成金制度改正に伴うハローワー
クシステム（助成金機能群）改修
業務

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年5月11日
富士通株式会社
東京都港区東新橋1-
5-2

本案件は、データベース構造の変更を要する改修
などシステムの根幹に直接関わる部分のソフト
ウェア改修であり、システムの安定稼働に著しい
影響を与えないためには、ハローワークシステム
のソフトウェア保守事業者以外には行うことがで
きないものであることから、会計法第29条の3第4
項に該当するため。

4,989,600 4,968,000 99.6% －
適切に実施し
ている

206

ハローワークシステム利用機関に
おける厚生労働省統合ネットワー
ク回線・機器の移転・移設に係る
業務一式（平成28年6月）

支出負担行為担当官厚
生労働省職業安定局雇
用保険課長　奈尾基弘
東京都千代田区霞が関
1-2-2

平成28年6月2日

NTTコミュニケー
ションズ株式会社
東京都千代田区内幸
町1-1-6

回線機器の移設作業について、限られた時間で確
実に行う必要があることに加え、移設後に不具合
が生じた場合、導入業者と移設業者との間で責任
の所在が不明確になり、原因の特定に難航するな
ど迅速な復旧ができず、ハローワークシステムの
運営に支障をきたすことから、会計法第29条の3第
4項に該当するため。

1,610,928 1,360,000 84.4% － －


